
７．結果

	 ここでは，2050年までに，ドイツのエネルギー関連CO2排出量を95％削減

する目標を持つ上述のシナリオ計算結果の一部を考察する（詳細は，Philip 

et al.　（2020）を参照してください）。

7.1　エネルギー供給の推移

	 この節の目的は，エネルギーシステムにおけるエネルギー供給の変化を考

察することである。再生可能エネルギー源からの電力が，最も重要な一次エ

ネルギーになりつつあるため，現在の状況と比較して，一次エネルギーと最

終エネルギーの構成を示すとともに，発電量をより詳細に分析する。

7.1.1　一次エネルギーと最終エネルギー

	 2018年のドイツの一次エネルギー消費量は3,641TWhであった（BMWi. 

2019）。247TWhの非エネルギー消費を除くと，3,394TWhは，エネルギー部

門における最終エネルギー利用と損耗に起因する。主なエネルギー源（化石

燃料，原子力，バイオマス，変動性再生可能エネルギー（variable renewable 

energy；VRE）とその他の再生可能エネルギーキャリアからの電力である。

最終エネルギー消費は2,494TWhで，低温熱（LT低温熱，空間熱と温水），

産業プロセスの主な用途に分けられている。輸送と電力の従来のアプリケー

ション（従来の電力），変換効率は73％，27％はエネルギー部門の損耗であ
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る。最大の割合は，従来の発電所で，燃料を電力に変換した結果が考えられ

る。

	 検討した４つのシナリオの中で，2050年の一次エネルギー消費量は現在の

レベルの52％（充足シナリオ）から73％（固執シナリオ）に及び，現在より

大幅に低くなっている。その理由は，より少ない最終エネルギー需要であ

る。一方で，エネルギー部門の損耗を大幅に減少させる。損耗の減少は，電

力のごく一部が，対応する損耗を伴う火力発電所で，発生するという事実に

よるものである。シナリオに応じて，変換効率は84％と92％の間である。現

在，一次エネルギーの再生可能エネルギーの総割合は，約15％である。４つ

のシナリオでは，その割合は，一貫して90％前後であり，VRE，すなわち，

太陽光発電と風力エネルギーが，50％から60％を占めている。

	 検討した４つのシナリオの最終エネルギー需要は，現在の値の60％（充足

シナリオ）と90％（固執シナリオ）の間である。この削減は，特にヒートポ

ンプの利用側や道路輸送における電気駆動装置の利用側の高効率，およびエ

ネルギー関連の改装による空間熱要件の低減によるものである。これらのす

べての措置は，固執シナリオでの影響がはるかに低いため，削減は著しく小

さくなる。充足シナリオでは，行動の変化による消費の減少は，４つのシナ

リオの比較で，2050年の最終エネルギーの最低値を説明する追加の緩和効果

を有する。

7.1.2　電力需要の推移

	 現在，ドイツのエネルギー関連CO2排出量の約40％を電力部門が占めてい

る（UBA, 2020）。プロセス熱，輸送，建物熱の部門からの排出量の約60％

を削減するためには，化石燃料の利用から再生可能エネルギーへの根本的な

転換が必要である。再生可能エネルギー源の最大の可能性は，風力エネル

ギーと太陽光エネルギーである。ここで，熱と輸送のための電気のより大き

な利用は，賢明で必要な手段である。

	 電力ベースの代替手段を支持する従来の化石燃料技術の衰退は，電化率に
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よって示すことができる。これは，個々の部門（輸送部門の牽引エネルギー

または建築部門の空間熱）におけるエネルギー需要の割合を電力ベースの技

術によって説明する。これには，各部門で直接電力として，利用される最終

エネルギーの割合と，電力ベースのエネルギーを介して，間接的に利用され

る割合の両方が含まれる。このように，内燃機関を搭載した車両は，電力

ベースのエネルギーを利用すると，電動化の度合いを高める。

	 プロセス熱と比較すると，2019年の道路輸送（１％未満）と建物熱供給

（４％）の電化度は依然として非常に低い。その理由は，液体バーナーとガ

スおよび石油ボイラーの高い割合である。図３は，検討したシナリオにおけ

る2030年と2050年のプロセス熱，輸送および空間加熱部門の電化率を示す。

	 この結果は，参照シナリオにおける部門の電化が，建物熱（熱と屋内熱

水）の供給のために最初に実施され，その後に道路輸送およびプロセス熱

が続くことを示している。道路輸送やプロセス熱供給を含む高度な電化は，

2050年までに，これらの部門で電力の利用が，ますます重要になることを示

注：�プロセス熱，空間熱（屋内熱水を含む）および道路輸送の供給のための電化率の推移
である。直接電気利用に加えて，電化率は，電力ベースの燃料の利用を考慮に入れる。

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図３　2030年と2050年の４つのシナリオの電化率
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している。この変化は，対応する電力需要の増加につながり，表２の2030年

と2050年の４つのシナリオを要約している。

	 2030年の充足シナリオでは，2018年の需要（597TWhel）より，約120Whel

少ない483TWhelで，最も少ない電力需要を示している（BMWi, 2019）。こ

れは，電力ベースの技術の増加が，電力需要の増加につながるという２つの

反対の影響によるものである。一方，総エネルギー需要は，道路輸送，生活

空間熱，産業プロセス熱の消費など，行動の変化によって大幅に減少する。

しかし，他のシナリオでは，電力需要は継続的に増加する。充足シナリオで

は，2050の電力需要は，現在の需要の1.7倍であり，固執シナリオでは2.5倍

弱である（表２を参照してください）。この電力需要には，国内の水素変換

やその他の合成エネルギーキャリア「電気からガス（Power-to-Gas），電気

から液体燃料（Power-to-Liquid）」に，必要な直接電力と間接電力の両方が

含まれる。間接電力の利用は，2050年に述べた電力需要の約４分の１を占め

る。

7.1.3　電力

	 エネルギーシステムの電力の増加は，電力需要が可能な限り，「排出フ

リー」で満たされている場合にのみ理にかなっている。参照シナリオの場

合，電力供給の技術の概要（TWhel/年）を図４に示す。

表２　2030年と2050年の４つのシナリオの年間電力需要
電力需要（TWhel） 参照 固執 非受け入れ 充足
2030 683 718 656 546
2050 1,447 1,464 1,282 1,068
注：「電力からX（power-to-X ）」技術の電力需要を含む。
出典：Philip et al.（2020）より作成。
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	 現在，総電力需要は約597TWhelであり，原子力発電所だけでなく，褐炭

火力発電所や石炭火力発電所によって賄われている。この計算が行われたと

き，2022年までに，原子力発電を段階的に廃止することが決定された。しか

し，遅くとも2038年までに，石炭火力発電を段階的に廃止する法律は，まだ

採択されていなかった（BMWi, 2020）。計算は，2035年までに，より厄介な

石炭の段階的廃止を想定する。2030年頃から，失われる電力に代わる風力発

電所や太陽光発電所の大幅な拡大に加え，電力の輸入が若干増加する予定で

ある。追加の補償効果は，分散型CHPと燃料電池だけでなく，大規模な複

合サイクルガスプラント（combined cycle gas plants；CCGT）による発電

効果が高まり，コジェネレーションを稼働し，2030年以降の熱供給に貢献す

る。

	 電力供給におけるVREの割合は，検討中の期間にわたって，継続的に増

加している。参照シナリオでは，再生可能な割合は，2019年の約40％から

2030年には71％，2050年には93％に上昇する（Philip et al., 2020）。この転換

の結果の１つは，2018年に462gCO2/kWhelから始まるCO2係数が，2030年に

は147gCO2/kWhelで，半分以下に低下したということである。発電量は2050

年にCO2排出量がほぼなく，CO2係数は３gCO2/kWhelに減少する。

注：PP ＝ 発電所
出典：Philip et al.（2020）より作成。

図４　参照シナリオにおける技術による電力供給の推移
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	 すべてのシナリオにおいて，CO2係数は2030年に約150gCO2/kWhel，2050

年には約５gCO2/kWhelで，同様の値を持っている。CO2削減目標を達成する

ために，消費電力の減少を想定することなく，2030年の全てのシナリオで，

70％以上の再生可能エネルギー割合を計算する（充足シナリオ）。ドイツ政

府が設定した再生可能エネルギーの割合は，2030年に65％である（BMU, 

2019）。この値が，全てのシナリオで超えているということは，1990年と比

較して，CO2排出量の目標55％削減を達成するのに，十分ではないことを示

唆している。2050年でも，電力供給における80％の再生可能エネルギー割合

の目標は，すべてのシナリオで，明らかに上回っている。平均割合は93％と

計算される。風力と太陽エネルギーからの電気が中心的な役割を果たす。

	 2019年に，ドイツでは，約54GWelの陸上および８GWelの洋上風力と

49GWelの太陽光発電所が設置された（Philip et al., 2020）。これは，発電の

ためのVREの総容量111GWelに相当する。シナリオの結果は，2030年まで

に，設置設備容量が倍増し，その結果は，充足シナリオを除いて示してい

る。参照シナリオでは，これは，年間約９GWelの太陽光発電能力の平均純

増加と，現在の値に基づいて，陸上風力の場合は３GWel，洋上風力の場合

は1.5GWelの年間増加を意味する。

	 シナリオでは，風力エネルギー（陸上および洋上）の設備容量は，約

260GWelに増加し，太陽光発電の設備容量は，2050年には約415GWelに増加

する。これは，太陽光発電や風力エネルギーシステムから，約1,300TWhel

の総発電量に相当する。充足シナリオでは，設置設備容量は約480GWel，ま

たは約200GWel低い設備容量である。これは，再生可能エネルギーシステム

（renewable energy system；RES）が提供する電力が，約30％少ないこと

を意味する。非受け入れシナリオで，想定される大規模なインフラの変化

に対する受け入れがないため，ここでは，約140GWelより少ない風力設備容

量が設置されているが，参照シナリオと比較して，230GWelの太陽光発電設

備容量を追加する。その結果，RESの総設備容量は，参照シナリオよりも約

90GWel多い。風力タービンは太陽光発電システムよりも全負荷時間が長い
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ため，設置設備容量が全体的に高いにもかかわらず，非受け入れシナリオよ

りも，RESから約230TWhel未満の電力が提供されている。また，太陽光発

電プラントからの発電は，日次および季節的なパターンが顕著であることを

特徴としている。

	 これは，一年ごとに安全な供給を保証するために，非受け入れシナリオに

さらなる課題をもたらす。したがって，風力エネルギーの限られた拡張を補

うために，体系的に調整を行う必要がある。貯蔵および合成的に生産される

エネルギーキャリアに関して，これがシステム発展に，どのような影響を及

ぼすかは，以下の節で詳しく説明する。

7.1.4　変動性電源のバランス

	 変動性再生可能エネルギー（VRE）は，エネルギー転換の成功に重要な役

割を果たす。2050年には，エネルギー供給の主力となる。しかし，そのさ

らなる拡張は，VRE供給がエネルギーシステムで，感覚的に利用できるこ

とを必要とする。VREからの送電や，電池やポンプ貯水発電所などの短期

貯蔵施設の放電が十分でない場合に，電力需要を満たすためには，制御可能

な発電所の運転も長期的に必要である。2030年と2050年の場合，その設置

設備容量を比較すると，ドイツの従来の発電所の累積設置容量は，現在約

85GWelである。

	 参照と固執シナリオでは，設置済み設備容量は2030年までに，それぞれ

95GWelと112GWelに増加する。一方，非受け入れシナリオで，設置される設

備容量は，現在のレベルとほぼ変わらない。このシナリオでは，風力タービ

ンの拡張と近隣諸国との電力貿易の両方が制限されている。これは，太陽光

発電システムと蓄電の両方の早期および拡大と組み合わせることで，制御可

能な発電所の必要な設備容量の減少につながる。充足シナリオでは，すべて

の部門で，電力消費量が減少すると想定され，対応する発電所の設備容量が

わずかに減少する。

	 2018年の45GWelから2030年には25GWelまで，石炭火力発電所が減少する
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ほか，すべてのシナリオで，非常に柔軟なガスタービンが大幅に増加する。

稼動の立ち上げ期間が比較的短いため，これらの技術は，主に再生可能エネ

ルギーが特徴のシステムに関連するようになっている。これは，2050年によ

り明らかになる。現時点では，石炭火力発電所は役割を果たさなくなってい

るため，制御可能な発電所の大部分は，複合サイクルガスタービンCCGT発

電所とガスタービン発電所（熱回収の有無にかかわらず）によって，供給さ

れる。

	 全体として，2050年の制御可能な発電所の累積発電設備容量は，シナリ

オによって，100GWelと160GWelの間で変動する。20％の予備能力は，常に

規模記入の基準として利用される。電力供給におけるVREの割合の増加と

グリッドへの供給の優先順位付けは，制御可能な発電所団地（power plant 

park）の運営に大きな影響を与える。したがって，これらの仕事は，ベー

スロードの代わりに，ピークロードを網羅的に賄うこと，すなわち，「エネ

ルギー」の代わりに，「電力」を供給することである。

	 ピークロードを賄う火力発電所以外にも，電気貯蔵システムを利用して，

負荷と発電のバランスを取ることができる。現在すでに利用されているポン

プ式蓄電発電所に加えて，電池（バッテリー）貯蔵システムは重要な選択肢

である。

	 短期の蓄電は，すべてのシナリオで，重要な役割を果たす。貯蔵設備容量

は，参照シナリオでは約150GWhelに達する。2050年までに，充足シナリオ

では約50GWhelに達するが，設置設備容量は固執シナリオでは300GWhel，非

受け入れシナリオでは400GWhelで，大幅に高くなっている。非受け入れシ

ナリオにおけるこの高い値は，風力発電と太陽光発電の比率が最適ではな

く，不均衡なエネルギー供給をもたらすという事実によるものである。

	 太陽光発電による発電の昼間のピークは，部分的に電池貯蔵によって取り

込まれ，夕方と夜間へのシフトを達成することができる。このシナリオで

は，近隣諸国への送電能力の限定的な拡大も想定される。その結果，負荷を

分散するために，電気を輸入する可能性が低減される。ここでも，より多く
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の貯蔵設備容量が状況を改善できる。

	 固執シナリオの電池貯蔵システムの比較的高い拡張はまた，負荷分散のた

めの限られた選択肢に起因する。このシナリオでは，例えば，車両貯蔵ユ

ニットを柔軟的な負荷および発電機として利用する。一方，充足シナリオで

は，まず，電池貯蔵施設が検討期間の終わりに向かって必要になり，2050年

の必要な貯蔵設備容量は，他のシナリオよりも大幅に低くなるように計算さ

れる。その理由は，従来の電力消費の減少に伴い，車両やヒートポンプが提

供する柔軟性選択肢の高い受け入れであり，風力タービンや太陽光発電設備

の拡大が著しく低下している。

	 電力負荷と発電のバランスをとるためのもう１つの選択肢は，水素，メタ

ン，液体燃料などの電力ベースの燃料を製造するために，利用できる電解槽

（electrolyzer）である。

	 エネルギーキャリアの合成生産は，2030年に依然として，従属的な役割を

果たしているが，その重要性は10GWelの貢献を持つ持続性シナリオで，す

でに明らかである。2050年には，その発電能力は120GWel以上に上昇する。

道路輸送と建物の熱供給のために，このシナリオで想定される燃焼技術は，

現在の利用と同等である。これらは，再生可能な合成エネルギーキャリアに

よる交換を必要とする。

	 他のシナリオでは，2050年の電解槽の総設備容量は，50GWelと75GWelの

間である。充足シナリオで想定される行動の変化と消費の減少が強く，ま

た，再生可能な合成エネルギーキャリアを，海外から輸入する可能性がある

にもかかわらず，国内の水素経済が示されている。化石燃料のない再生可能

エネルギーシステムの有意義な一部である。

	 再生可能エネルギー源に対して，繰り返し提唱される議論の１つは，ベー

スロードを提供していないということである。しかし，現在，ドイツはエネ

ルギー供給の根本的なパラダイムシフト（paradigm shift）を目撃している。

過去に優勢であった大型発電所による需要ベースのエネルギー供給は，再生

可能エネルギー源に基づくエネルギー供給のバランスが継続的に保たれるシ
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ステムに転換されつつある。これは，エネルギー供給と時間調整されるエネ

ルギー利用（負荷シフト，需要対応）との間の複雑な相互作用をもたらし，

電気，熱，輸送部門の強力な統合，柔軟性発電機の一時的な利用，様々なデ

ザインの貯蔵施設を含む。図５は，例として，参照シナリオで計算した2050

年４月の１週間の発電と消費のプロファイルを示している。このグラフは，

将来のエネルギーシステムにおける太陽光発電と風力エネルギーの統合が，

１時間ごとにどのように機能するかを示している（Philip et al., 2020）。

	 下のグラフでは，残存負荷とは，VREとの差として定義され，本質的に

風力エネルギーと太陽光発電，および非シフト可能なベースロード（例え

ば，産業プロセス）が示されている。正の残留負荷は，VRE生産のために，

電力が十分ではないことを意味する。負の残留負荷は，切り替え可能な負

荷または貯蔵設備を充電するために，利用できる電力があることを意味す

る。日中の間に，太陽光発電フィードインがピークに達すると，短期記憶装

置が，それに応じて充電され（バッテリー），電力は合成エネルギーキャリ

アに転換されるか，可能であれば柔軟に変換される。熱発生器，例えば，蓄

熱を充電する。この操作は，例えば，時間12および時間36で見ることができ

る。時間50以降，風力発電からの電気投入が高いため，残留負荷は長い期間

にわたって，負の値になる。電解槽は，稼働が昼間のみである前の日よりも

連続的に動作する。生産される水素と，メタンや液体エネルギーカーイエル

などから生産される合成エネルギーキャリアは，より長い期間保存し，必要

に応じて利用することができる。水素電解技術（空間やプロセス熱を提供す

る水素電気自動車，燃料電池，ボイラー）の追加により，電力の直接需要が

減少する。発電でピークを利用するもう１つの選択肢は，電気エネルギーを

加熱棒（時間160）で，熱エネルギーに変換することによって，熱エネルギー

貯蔵（貯湯）の温度レベルを上げることである。すべての熱エネルギー貯蔵

システムが満杯の場合は，余分な電力が輸出される。最後の選択肢として，

システムはシャットダウンされる（時間156以降）。無風の夜など，再生可能

なエネルギーからの電力供給が十分でない場合，電力需要は短期貯蔵タンク
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（時間20，45）の出力，電気の輸入（時間24），または運転する火力発電所（時

間27，CCGT）。

	 VREが数日間連続して，不十分な電力を供給する場合でも，安全な供給

を保証するためには，制御可能な発電所を稼働させる必要がある。図６は，

参照シナリオで計算した2050年10月の１週間の発電と消費量を示している。

ピーク電力は，図５に示す例示的な４月の週に，ほぼ500GWelに達するが，

ここでは，示した週の風力と太陽光からの最大発電量唯一の180GWelである。

	 示される週の最初の時間40では，電力負荷は主に風力と太陽光発電によっ

（電力）

（電力）

注：残存負荷は，風力と太陽光発電によって発生する毎時の電力と，送電網内のシフト不
可のベースロードとの差である。

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図５　参照シナリオに対する2050年４月の電力需給を示す例示プロファイル
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て，生産される電力によってバランスが取れている。残留負荷はゼロに近

い。さらに，熱と発電所と水素ベースの燃料電池を組み合わせることで，熱

負荷を賄う際に，同時に電気エネルギーを生産する。時間13と時間24には，

電力の量が少し過剰なので，電力電池を充電，電力を熱に変換することがで

きる。

	 太陽光発電や風力からの送り込みが減少した結果，発電は時間40以降の電

力負荷を賄うのに十分ではなく，電力量は時間40以降の残留負荷は正にな

る。残留負荷のバランスを取るために，まずバッテリーが放電される。風力

による電力の安定的な減少により，電力負荷時間は50から60までのフィード

インピーク時にのみ，太陽光発電システムで賄うことができる。太陽光発電

フィードインが衰えたら，他の発電所がバランシング機能を実行し，現在の

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図６　�参照シナリオの2050年10月における，３次的な需要を示す例示プロファイル
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負荷を賄うために，電力を送る。ポンプ貯水発電所とガスタービン複合サイ

クル発電所（CCGT）を利用している。この間，ドイツの近隣諸国からも電

気が輸入されている。

	 この状態は，風力と太陽光発電からの送電が再び増加し，時間153以降に

負の残留負荷をもたらす時間150まで持続する。現在，バッテリーとポンプ

貯蔵発電所が充電されている。

	 時系列は，現在と比較して，将来的に制御可能な発電所の大幅に変更され

た操作を表に示している。これらの発電所の柔軟性要件が増加する一方で，

フルロード時間，ひいては燃料消費量が減少する。

7.1.5　化石・合成エネルギーキャリア

	 電気分解による合成エネルギーキャリアの国内生産に加えて，これらのエ

ネルギーキャリアを海外から輸入する選択肢は，すべてのモデルで考慮され

ている。これらのエネルギーキャリアの価格発展は，連邦運輸・デジタルイ

ンフラ省（Ministry of Transport and Digital Infrastructure；BMVI）が行

われた調査から取得する。12）

	 合成エネルギーキャリアの輸入の可能性は，それぞれの量が大きく異なる

が，すべてのシナリオで利用される。合成エネルギーキャリアの輸入は，国

内生産を完全に転換するものではなく，むしろ追加的措置を表している。

	 したがって，再生可能エネルギー源から国内の同盟である合成エネルギー

キャリアを生産するだけでなく，海外から輸入することも理にかなってい

る。国内のプラントのより低いフルロードオパーの時間は，前節で説明した

体系的な利点によって，補償される以上のものである。国内電解プラントの

利点は，CO2-ニュートラルエネルギーキャリアの提供だけでなく，国内の再

12）	 基礎となる価格は，北アフリカでの生産のために推計され，プラント費用だけでなく，
大気からの炭素の捕獲のための費用（必要に応じて）との輸送が含まれている。それ
ぞれのエネルギーキャリアは，タンカー（必要に応じて圧縮および液状化を含む）に
よって，ドイツに輸入される。輸出国の政治的（国内）の安定性から生ずる可能性の
あるその他の取引費用または費用は，ここでは考慮されない。
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生可能電力を，より大きく利用できることにある（図７を参照してください）。

	 参照シナリオでは，輸入水素および合成液体燃料の量は，年間最大

150TWhに達する。「充足」シナリオでは，輸入は約75TWhで，半分にしか

達しない。一方，非受け入れと固執シナリオでは，輸入される量は300TWh

と500TWhを超えて，大幅に高くなっている。様々なシナリオで，輸入量が

異なっているにもかかわらず，合成エネルギーキャリアの輸入は，化石燃料

の利用量の減少に関連して考慮されるべきである。参照シナリオの例とし

て，図８は，2020年から2050年の間に利用される化石燃料の量を示してい

る。

	 2018年には，約2,700TWhの化石燃料がドイツで利用された。これらの大

部分は，天然ガス，鉱物油，硬質石炭および褐炭であった。国内資源の不足

と硬炭採掘の段階的な削減により，これらのエネルギー源は海外からほぼ独

占的に輸入されている（UBA, 2020）。エネルギー関連CO2排出量削減目標を

達成するために，化石燃料の輸入量は継続的に減少し，2050年の参照シナリ

オでは，輸入量の約７％に相当する。2050年には，約200TWhに達する。こ

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図７　�2020年から2050年まで再生可能エネルギーで水素に転換された輸入合成エネ
ルギーキャリア
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れは，エネルギーシステムの再構築は，気候目標を達成することに加えて，

他の国によるドイツのエネルギー依存を大幅に減らすことを示している（図

８を参照してください）。

7.2　費用分析 

7.2.1　エネルギー転換の累積支出の合計

	 前節では，ドイツのエネルギーシステムに対して，可能な転換パスが種々

提示された。これらは，具体的に定義された境界条件によって，特徴付けら

れる社会の明確で，広く効果的な態度を考慮する。指定される境界条件下

で，費用最適化を行った。投資（CAPEX）とすべての費用（OPEX：エネ

ルギーキャリア，運営，保守，取引費用）で構成される。2020年から2050

年までのエネルギーシステム全体の転換，拡張，運営のための累積支出が

決定される。各シナリオの最適化計算によって最小化される。シナリオに

よって，この値は大きく異なる場合がある。図９は，シナリオと「通常通り

（Business-as-Usual；BAU）」シナリオの違いを示している。BAUシナリオ

では，システムの最適化，すなわち，エネルギーシステムの現在の状態が維

持され，排出量は，推定効率の増加によって，わずかに減少する（技術学習

曲線）。13）投資は，耐用年数の終わりに，システムを同様のシステムに置き換

注：2015年から2050年までの参照シナリオの化石燃料利用。その大半が輸入される。
出典：Philip et al.（2020）より作成。

図８　化石エネルギーキャリア（TWh）

13）	 2022年に，ドイツで原子力発電を段階的に廃止するという法的決定もBAUシナリオで
考慮される。
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えるために，独占的に行われる。

 図９は，調査対象のすべてのシナリオの費用比較を示している。この図

は，BAUシナリオと比較して，追加費用を示し，これらの追加費用が発生

する領域に応じて区別される。負の値は，特にすべての気候保護の導入シナ

リオにおける化石燃料の輸入コストが低いため，支出の減少を表す。ハッ

シュマークで表される追加支出と削減支出の合計は，調査対象のシナリオの

純追加支出を表す。

 これらの純追加支出は，参照シナリオでは約１兆5,800億ユーロ，固執シ

ナリオでは約２兆3,300億ユーロ，非受け入れシナリオでは約１兆5,900億

ユーロ，充足シナリオでは約4,400億ユーロに達する。これらの４つのシナ

リオは，エネルギー関連CO2排出量を1990年の値に対して，95%削減するこ
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熱供給
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貯蔵，コンバータ

輸入：電力、バイオマス，
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化石エネルギーキャリアと
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注：通常通り（BAU）シナリオに赤を示す。シナリオ当たりの純追加支出（ダイヤモンド）
は，正の費用と負の費用（VRE：変動性再生可能エネルギー）を合計して計算される。

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図９　異なるシナリオの支出（10億ユーロ）
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とで特徴付けられている。

	 また，エネルギー関連CO2排出量の完全削減に至るシナリオの値も示して

いる。2050年までに，エネルギー関連CO2排出量の完全な削減が達成され

る参照100シナリオを対応する値は，約２兆1,000億ユーロに達する。2035年

に，エネルギー関連CO2排出量の完全削減が，既に達成されている充足2035

シナリオの価値は，3,300億ユーロである。2020年から2050年までの全期間

の年間平均年間追加支出は，充足シナリオでは，年間140億ユーロから1,070

億ユーロである。2050年までに，エネルギー関連CO2排出量が，95%削減さ

れる他のシナリオの対応する平均値は，参照シナリオと非受け入れシナリオ

では，約510億ユーロ，固執シナリオでは約720億ユーロである。2019年のド

イツの国内総生産（GDP）に関連して，純追加支出は0.4%（充足シナリオ）

から1.5%（参照および非受け入れ），約２%（固執と参照100シナリオ）およ

び最大3.1%（充足2035シナリオ）までである。14）

	 BAUシナリオと比較した場合，参照シナリオは，追加の支出につながる

主な貢献を説明するために利用される。VREへの投資に，約8,040億ユーロ

で，最高の追加支出が利用される。再生可能な電力（Power-to-Gas，Power-

to-Fuel）からの合成エネルギーキャリアの生産のための貯蔵技術とコンバー

タは，合計約5,000億ユーロである。約2,550億ユーロの最大の追加支出は，

建築部門のエネルギー改修に起因している。これには，ラジエーター加熱シ

ステムを低温（パネル）加熱システムに転換するための支出が含まれ，熱技

術，特にヒートポンプをより効率的に利用できる。さらに，排出削減を基本

としているシナリオでは，海外からの合成燃料の輸入は追加の支出を引き

起こす。この支出額は，参照シナリオでは約2,600億ユーロである。最後に，

約1,960億ユーロの追加支出は，熱（建築熱と工業プロセス熱)と輸送の1,700

億ユーロの消費部門の転換技術に起因している。費用の傾向では，バッテ

14）	 2019年のドイツの国内総生産は３兆4,360億ユーロであった。1991年以降の国内総生
産（GDP）は，下記のウェーブサイドを参照してください。https://de.statista.com/
statistik/daten/studie/1251/umfrage/ entwicklung-des-bruttoinlandsprodukts-seit-
dem-jahr-1991/
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リー電気自動車は早ければ2028年に，従来の燃焼車と費用均衡を達成するた

め，輸送部門の追加支出は主に貨物輸送に起因する。

　非受け入れシナリオと参照シナリオにおける費用の違いは，わずかに異な

るが，非受け入れシナリオでは，合成エネルギーキャリアを輸入する費用も

わずかに高くなる。充足シナリオでは，全体的な差が最も小さくなる。約

4,400億ユーロ弱で，これは参照シナリオの約30%と固執シナリオの20%であ

る。充足シナリオで想定される消費の減少は，費用要素（cost components）

の削減（図９を参照してください）につながり，化石燃料の節約をより大き

くする。例えば，参照シナリオの節約額は，示されている追加費用の約30%

に相当するが，充足シナリオでは，節約額は約40%になる。

　参照100シナリオでは，2050年までに，エネルギー関連CO2排出量を完全

に削減する条件を境界条件として設定した。差異を見ると，累積支出の個々

の原価項目の割合が，参照シナリオとほぼ同じになることが明らかになる。

つまり，参照100シナリオでは，残りの化石エネルギー源を転換するために，

参照シナリオの主な傾向が採用および強化される。より野心的なCO2削減目

標にもかかわらず，参照100シナリオの純追加支出は，固執シナリオの費用

よりも低くなる。この結果は，費用の観点から，従来の技術（輸送および建

設熱部門における特別燃焼技術）の主張は，気候保護目標を達成するために，

かなりの追加支出が必要であることを明らかにしている。

　最後に，2035年までに，エネルギー関連CO2排出量を完全に削減するシナ

リオ「充足2035」を検討する。ここで，エネルギー消費量の減少を，充足シ

ナリオで想定して，採用する。３兆3,300億ユーロの純追加支出は，参照シ

ナリオの２倍以上であり，2035年までに，エネルギー関連のCO2排出量を完

全に削減することは，費用面でもでもかなりの追加支出に関連していること

を示している。これは，合成エネルギーキャリアの輸入例を用いて説明する

ことができる。これらは，このシナリオで，最大の費用ブロックを表す（図

９を参照してください）。したがって，2035年の充足2035シナリオで輸入さ

れる合成エネルギーキャリアの量は，2050年の固執シナリオのそれと同様で
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ある。検討中の期間全体の輸入量を比較した結果，この量は，固執シナリオ

よりも充足2035シナリオで，ほぼ３分の１多いことを示している。これは，

2035年の合成エネルギーキャリアの輸入価格が，2050年よりも平均45%高い

と仮定しているため，それに応じて，費用が高くなる。また，市場導入の初

期段階にあり，さらなる技術開発や工業生産により，費用削減が期待できる

多くの技術的な要素にも対応する。2035年までに，エネルギー関連CO2排出

量の完全削減への切り替えは，他のシナリオよりも早く発生するため，全体

の費用は全体の期間にわたって高くなっている（Philip et al., 2020）。

7.2.2　CO2削減費用

	 CO2削減費用は，実行された計算の結果に基づいて計算することができ

る。この目的のために，シナリオに対して，生ずる純追加費用は，BAUシ

ナリオと比較して，CO2排出量の削減によって割られる。図10は，2021～

2030年，2031～2040年，2041年～2050年の平均値，および2021年から2050年

までの全期間の平均値として，示される６つのシナリオすべてに対応する値

を示している。2021年から2050年までの期間全体の平均値と同様に考慮され

る。

	 充足2035シナリオを除き，他のすべてのシナリオにおけるCO2削減費用

は，考慮される30年間にわたって継続的に上昇する。これは，数学的最適化

の原理，すなわち，最初に最も費用対効果の高い削減対策と関連投資を行

い，その後，より高価な対策を実施する原理を反映している。充足2035シナ

リオは，再生可能な電力で，海外で生産される大量の輸入合成エネルギー

キャリアが，2031年から2040年までの数年間で大きな影響を与える。この10

年間で，300€/tCO2以上の最高値が発生する。

	 充足シナリオでは，CO2削減費用が最も低くなる。行動の変化によるエネ

ルギー需要の減少は費用と関連していないので，これらはCO2のトン当た

り平均50€である。参照シナリオでは，平均費用は約150€/tCO2で，2021～

2030年の約50€/tCO2から，2031～2040年には142€/tCO2まで30年間で上昇
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し，2041～2050年には180€/tCO2を超える。非受け入れシナリオの発展と

値の両方が，参照シナリオと同じ規模になる。検討中の全期間にわたって，

CO2削減費用は平均約162€/tCO2である。したがって，参照シナリオよりも

約７%高くなっている。

 このモデルの結果を基に，参照100シナリオと同様に，2050年までに，エ

ネルギー関連のCO2排出量を完全に削減すると，2050年までに排出量が95%

しか削減されていないのに比べて，約40€/tCO2高いCO2削減費用が発生す

る。最も高いコストは，熱供給や輸送部門のための燃焼技術など，今日の技

術を利用し続けることを強く主張することによって，引き起こされる。固執

シナリオでは，CO2削減費用の平均は，233€/tCO2で，これは，充足2035シ

ナリオと同じ値になる。

 ここで示すCO2削減費用は，特に行動の変化がエネルギー転換の費用に，

大きな影響を与える可能性があることを示している。エネルギーを節約し，

社会の大部分の排出量を削減する集団的な社会行動は，例えば，価値観の変

化によって，引き起こされるが，より少ない財政支出とより少ない投資を必

要とするだけではない。また，将来のエネルギーシステムにおける再生可能

2021-2030 2031-2040 2041-2050 2021-2050

出典：Philip et al.（2020）より作成。

図10　CO2削減費用（€/tCO2）
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エネルギー設備やその他の技術機器の拡大が少なくなり，エネルギーシステ

ムの転換に伴う変化の受け入れが大きくなる可能性が高まる（Philip et al., 

2020）。

終わりに

	 本稿は，Fraunhofer ISEが開発したREMod-Dモデルによるドイツのエネ

ルギーシステムのシナリオ分析と方法論について考察し，そのシミュレー

ション結果の一部を紹介した。主要な社会的行動や態度がエネルギー転換の

進展に及ぼす影響と，エネルギーシステムの再構築に，どのような影響を与

えるかを分析した。この結果は，再生可能エネルギー源に基づくエネルギー

供給の気候保護目標を達成することは，技術的にも組織的にも可能であるこ

とを示している。今後の30年間毎時実施されるモデル計算は，電力供給にお

ける変動性再生可能エネルギー（VRE）の高い割合にもかかわらず，すべて

の消費部門全体で，安全なエネルギー供給が１時間ごとに保証されているこ

とを示している。

	 また，さまざまなシナリオは，目標を達成するために，社会的行動や態度

によって，大きく決定される枠組み条件に大きく依存していることを示して

いる。例えば，燃焼ベースの技術を熱供給・輸送に利用することは，再生可

能エネルギー発電所や，その他の関連技術施設に対する設備容量要件を，大

幅に高める可能性がある。また，再生可能な電力を更新して，海外で生産さ

れる合成化学エネルギーキャリアの輸入も増加するだろう。このような固執

的な行動は，エネルギー転換をより困難にする。

	 気候目標の高い達成のための必須の前提条件は，再生可能エネルギーの転

換，貯蔵，流通，使用およびシステム統合のためのすべての関連技術の継続

的な発展である。そうして初めて，パフォーマンスと耐寿命の増加を達成す

ることが可能になる。本稿はまた，ドイツにおける熱および電気貯蔵システ

ムの利用は，幅広い用途における水素の国内生産，処理および利用の確立と

同じくらい有意義であることを明らかにした。国内市場の発展は，あらゆる
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技術にとって重要であり，さらに，技術開発の成功に大きく貢献している。

一方，現地メーカーの市場が創出され，一方で，対応するプラントとそのシ

ステム統合で経験を積むことができる。

	 しかし，応用研究開発は要素発展で終わるものではない。また，市場統合

の向上に，重要な貢献をすることができる。この体系化された太陽光発電の

概念は，その一例である。オープンスペース太陽光発電システムの大規模な

拡張は，紛争や受け入れ問題につながる可能性が予見可能である。一方，建

築の外壁，車両の車体や道路，農地や水面への太陽光発電の統合は，太陽光

発電の二重利用のために，他の目的のために既に利用されている巨大な領域

を開く。これらのアプリケーションに適した製品とソリューションを作成す

ることは，太陽光発電のさらなる発展において，重要な課題となり，国内生

産の新たな機会を提示する。

	 将来のエネルギーシステムは，多数の相互接続されたシステムテムによっ

て，特徴付けられるだろう。これらは相互に作用し，システムにできるだけ

多くの動的サポートを提供するように動作する。太陽光発電システム，ヒー

トポンプ，電池貯蔵システム，電気自動車用充電ステーションだけでなく，

小型電力範囲の多くの技術システムも，ここで特に重要である。今後数十年

で，これらのシステムの数は２桁の数百万台に達すると予想される。この背

景に対して，効率的で安定した信頼性の高いシステム統合と，これらの多く

の要素の行動のためのソリューションの開発は決定的な役割を果たしてい

る。これは，情報通信技術（ICT）の最新の概念を利用することによっての

み達成することができる。

	 本稿の考察により，ドイツは，「再生可能エネルギー利用」と「エネルギー

効率の高さ」という２つの柱に基づく，気候中立エネルギーシステムの実現

可能性に関する議論に貴重なインプットを提供したいと考えている。これら

の経験は，日本や台湾などのエネルギー転換政策に有意義な示唆を与えると

思われている。今後の課題として，日本や台湾におけるREMod-Dモデルの

適用を試み，東アジア地域におけるエネルギーガバナンスの政策分析に応用
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することにしたい。
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